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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　回路基板上に形成された金属からなる回路電極と、電子部品上に形成された金属からな
る素子電極とを接合して、前記電子部品を前記回路基板上に実装する方法において、
　前記回路電極及び／又は前記素子電極上に、合金を形成できる少なくとも２種類以上の
金属を２層以上に積層し、該積層した金属層を予備加熱して反応させて合金層とすること
により、低融点金属層をあらかじめ形成した後、前記回路電極及び前記素子電極を対向さ
せて、少なくとも低融点金属層が溶融する温度で加熱加圧し、前記低融点金属層を、前記
回路電極及び前記素子電極中へ固液拡散させることによって、前記回路電極と前記素子電
極とを接合すると共に、接合される前記回路電極と前記素子電極との間にあらかじめ形成
される、前記低融点金属層の合計厚さが０．１～１μｍであることを特徴とする電子部品
の実装方法。
【請求項２】
　前記低融点金属層が、ＳｎＩｎ又はＳｎＢｉである請求項１に記載の電子部品の実装方
法。
【請求項３】
　前記低融点金属層が、ＳｎＩｎの共晶合金である請求項２に記載の電子部品の実装方法
。
【請求項４】
　前記接合時の加熱温度が、前記低融点金属層の融点より０～１００℃高い温度である請
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求項２又は３に記載の電子部品の実装方法。
【請求項５】
　前記回路電極及び前記素子電極の材質が、Ｃｕ、Ｎｉ、Ａｕ、Ａｌより選択される一種
又はそれらの合金である請求項１～４のいずれか１つに記載の電子部品の実装方法。
【請求項６】
　前記回路電極及び前記素子電極表面の表面粗さＲａが０．４～１０μｍの粗面であって
、前記接合時に前記粗面同士が塑性変形して接合可能となるように加圧する請求項１～５
のいずれか１つに記載の電子部品の実装方法。
【請求項７】
　前記加熱加圧は、前記低融点金属層が、前記回路電極及び前記素子電極中に完全に固液
拡散して、低融点金属の濃度勾配を有するが全体として単一の合金層となるまで行なう請
求項１～６のいずれか１つに記載の電子部品の実装方法。
【請求項８】
　前記低融点金属層の合金は融点が２２０℃以下の合金である請求項１～７のいずれか１
つに記載の電子部品の実装方法。
【請求項９】
　前記積層した金属層を前記少なくとも２種類以上の金属の各融点のうち最も低い融点以
下の温度で予備加熱する請求項１～７のいずれか１つに記載の電子部品の実装方法。
【請求項１０】
　ＳｎとＩｎとを２層以上に積層し、該積層した金属層を１１０～１２５℃の温度で予備
加熱する請求項９に記載の電子部品の実装方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば、小型化が必要とされる回路基板あるいはモジュール（マルチチップ
モジュール）等において、半導体チップ等の電子部品をプリント基板等の回路基板に直接
実装する方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年の電子機器等の小型化や高機能化に伴い、回路基板上へ、半導体チップ等の電子部
品を直接実装する、いわゆるベアチップ実装と呼ばれる実装方法が広く行なわれている。
【０００３】
　図３（ａ）、（ｂ）には、従来から行なわれているベアチップ実装の一例が示されてい
る。
【０００４】
　図３（ａ）においては、基板５０上に設けられた回路基板電極５１と、半導体チップ６
０上に電極パッド６２を介して設けられた、Ａｕ、又は、はんだからなるバンプ（電極）
６１とを対向させて接触させた後、はんだ７０によって回路基板電極５１とバンプ６１と
の接合が行なわれ、更に、絶縁のために、はんだ７０の周囲が樹脂８０で覆われている。
【０００５】
　また、図３（ｂ）においては、同じく基板５０上に設けられた回路基板電極５１と、半
導体チップ６０上に電極パッド６２を介して設けられた、Au又ははんだからなるバンプ６
１とを対向させ、両者を、導電性粒子９１を含有した樹脂である、異方導電性接着剤（Ａ
ＣＦ）９０で覆うことにより、回路基板電極５１とバンプ６１とを接合し、両者の導通が
導電性粒子９１によって行なわれるように構成されている。
【０００６】
　上記のような、回路基板電極と、半導体チップ等の電子部品とをバンプで直接接続する
方法はフリップチップ技術と呼ばれ、回路基板電極と電子部品とをワイヤで結線するワイ
ヤボンド方式に比べて小型化が可能であることから、従来から広く用いられている実装方
法である。
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【０００７】
　また、上記フリップチップ技術に用いられるバンプとして、蒸着法によって合金のはん
だバンプを形成することも知られており、例えば、多層膜形成による鉛フリーはんだバン
プの形成法として、Ｓｎ１－ｘＭｘ（Ｍ：Ａｕ、Ｉｎのうち少なくとも一つ以上を含みか
つ０＜ｘ＜０．５）なる組成になるように設定したＳｎおよびＭの膜厚を交互に蒸着して
多層膜を形成し、その後マスクを除去して前記多層膜からなる、はんだバンプ前駆体を形
成し、つぎにアニールを行ってバンプ前駆体の組成の均一化を行い、更に、前駆体の共晶
温度においてリフローさせてはんだバンプを形成することが、特開２００２－４３３４８
号公報に開示されている。
【０００８】
　また、蒸着用るつぼ中に、予め所望の組成及び膜厚の合金膜が得られるように調整した
組成及び量の母合金を用意し、この母合金を蒸発し切ることによって基板上に目的の合金
膜を得ることができ、目的の組成の合金を蒸着するための母合金組成を予め求めおくこと
によって、任意の組成の合金の蒸着膜を得る合金蒸着方法が、特開平５－９７１３号公報
に開示されている。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　上記のように、従来のフリップチップ実装技術においては、半導体チップ６０上のバン
プ６１と、回路基板上の電極５１との接合手段は、はんだや樹脂接着剤等を介して行われ
ている。
【００１０】
　この場合、接合時の加熱温度は、はんだを用いた場合には、はんだ材料の融点に依存す
るので、通常のはんだでは２００～３００℃の高温が必要とされ、電子部品への熱的ダメ
ージが生じ易いという問題がある。また、樹脂接着剤の場合においては、加熱温度は１５
０～２００℃と低温であるが、樹脂の硬化に３０～６０分の長時間を要するという問題が
あった。
【００１１】
　また、強度や疲労寿命等に代表される接合部の信頼性は、介在する接合材料の特性に依
存することになる。しかしながら、上記のはんだや樹脂接着剤を接合材とした場合には、
高温特性や熱疲労寿命に問題があり、充分な接合部の信頼性が得られないという問題があ
った。
【００１２】
　更に、はんだ接合においては、通常厚さで１５μｍ以上の、多量のはんだを供給する必
要があるため、３００μｍ以上の接合間隔が必要であり、微細接合が困難である。また、
樹脂接着剤による接合においても、絶縁特性や接続抵抗を満足するためには、通常１００
μｍ以上の接合間隔が必要とされることから、やはり、１００μｍ未満の接合間隔での微
細接合が困難であった。
【００１３】
　また、特開２００２－４３３４８号公報の鉛フリーはんだバンプの形成法においては、
低温、短時間での接合が不充分であり、例えば、２００℃以下の低温で、かつ、短時間で
の接合が困難であった。
【００１４】
　また、特開平５－９７１３号公報の合金蒸着方法においては、あらかじめ、るつぼ中の
母合金の組成と、蒸着膜における合金組成との関係を求め、その補正曲線から母合金組成
を決定する必要があるため、蒸着に至るまでの準備工程が煩雑であるという問題があった
。
【００１５】
　本発明は、以上の問題点を鑑みなされたもので、半導体チップなどの電子部品の電極と
回路基板電極とを対向させて、電子部品を基板上に直接実装する方法において、低温かつ
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短時間の接合を可能とし、また、より信頼性の高い接合部を得ることができ、更に、微細
なピッチでの接合が可能な、電子部品の実装方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　上記目的を達成するため、本発明の電子部品の実装方法は、回路基板上に形成された金
属からなる回路電極と、電子部品上に形成された金属からなる素子電極とを接合して、前
記電子部品を前記回路基板上に実装する方法において、
　前記回路電極及び／又は前記素子電極上に、合金を形成できる少なくとも２種類以上の
金属を２層以上に積層し、該積層した金属層を予備加熱して反応させて合金層とすること
により、低融点金属層をあらかじめ形成した後、前記回路電極及び前記素子電極を対向さ
せて、少なくとも低融点金属層が溶融する温度で加熱加圧し、前記低融点金属層を、前記
回路電極及び前記素子電極中へ固液拡散させることによって、前記回路電極と前記素子電
極とを接合すると共に、接合される前記回路電極と前記素子電極との間にあらかじめ形成
される、前記低融点金属層の合計厚さが０．１～１μｍであることを特徴とする。
【００１７】
　本発明の方法によれば、電極上に低融点金属層を形成したので、低融点金属として用い
る材料にもよるが、例えば、２００℃以下の低温、かつ、短時間での接合が可能となる。
また、低融点金属層は少なくとも拡散するのに充分な量であればよく、例えば合計厚さ１
０μｍあるいはそれ以下の薄膜とすることができるので、メッキや蒸着による微細なパタ
ーン形成が容易であり、微細間隔での接合が可能となって、よりコンパクトな実装が可能
となる。更に、低融点金属層の固液拡散による接合方式を採用して、高温特性や熱疲労寿
命特性に問題のある、はんだや樹脂接着剤などの接合材を不要としたことにより、接合部
の信頼性が向上する。
【００１８】
　更に、本発明においては、接合される前記回路電極と前記素子電極との間にあらかじめ
形成される、前記低融点金属層の合計厚さが０．１～１μｍとなっている。このように、
低融点金属層は、接合時の拡散反応に必要なだけの供給量となるように合計厚さ０．１～
１μｍの薄膜としたので、メッキや蒸着による微細なパターン形成が容易であり、微細間
隔での接合が可能となって、よりコンパクトな実装が可能となる。
【００１９】
　また、上記のように低融点金属層の合計厚さを０．１～１μｍとしたことにより、低融
点金属は電極を構成する母材金属に完全に拡散し、低融点金属単体層が消滅するので、接
合に寄与しない単体状態の低融点金属が接合部端から排出されることが無いため、隣接す
る電極同士の間隔をより近接したものとすることができ、より狭いピッチ間隔での電子部
品実装にも対応することが可能となる。
【００２０】
　したがって、本発明による電子部品の実装方法は、実装される電子部品が、特に、フリ
ップチップ接合用の半導体チップのような、部品本体の同一面上に複数個の素子電極が配
置された構成、あるいは、例えば表面実装用としてミニモールドパッケージされたＩＣ部
品のような、部品本体の少なくとも１辺に複数個の素子電極が配列された構成である場合
に、隣接する電極同士の間隔をより近接したものとすることができるという点で、極めて
好適な実装方法となっている。
　また、本発明においては、前記回路電極及び／又は前記素子電極上に、合金を形成でき
る少なくとも２種類以上の金属を２層以上に積層し、該積層した金属層を予備加熱して反
応させて合金層とすることにより、低融点金属層が予め形成されるようになっている。こ
れにより、合金層における合金組成や供給量のバラツキがなくなるので、低温での安定し
た拡散接合が可能となり、信頼性の高い接合部を得ることができる。
【００２１】
　本発明においては、前記低融点金属層が、ＳｎＩｎ又はＳｎＢｉであることが好ましい
。特に、前記低融点金属層が、ＳｎＩｎの共晶合金であることが好ましい。上記の低融点
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金属は、いずれも融点が１８０℃以下の材料であるから、加熱温度もより低温とすること
ができるので、実装する電子部品への熱によるダメージを防止することができる。
【００２２】
　また、本発明においては、前記接合時の加熱温度が、前記低融点金属の融点より０～１
００℃高い温度であることが好ましい。上記の低融点金属は、いずれも融点が１８０℃以
下の材料であるから、加熱温度もより低温とすることができるので、実装する電子部品へ
の熱によるダメージを防止することができる。
【００２３】
　また、本発明においては、前記回路電極及び前記素子電極の材質が、Ｃｕ、Ｎｉ、Ａｕ
、Ａｌより選択される一種又はそれらの合金であることが好ましい。これによれば、Ｃｕ
、Ｎｉ、Ａｕ、Ａｌより選択される一種又はそれらの合金は、低融点金属が固液拡散しや
すいので、本発明に特に好適に用いられる。
【００２４】
　また、本発明においては、前記回路電極及び前記素子電極表面の表面粗さＲａが０．４
～１０μｍの粗面であって、前記接合時に前記粗面同士が塑性変形して接合可能となるよ
うに加圧することが好ましい。これによれば、電極表面が塑性変形するまで加圧するので
、例えば、電解メッキ等によって形成される電極のように、表面に析出による凹凸がある
場合においても、良好な接合状態を得ることができる。
【００２５】
　更に、本発明においては、前記加熱加圧において、前記低融点金属層が、前記回路電極
及び前記素子電極中に完全に固液拡散して、低融点金属の濃度勾配を有するが全体として
単一の合金層となるまで行なうことが好ましい。これによれば、低融点金属層が完全に固
液拡散して、全体として１つの合金層となり、はんだのように、合金層が接合部に中間層
として存在しない。したがって、接合部の信頼性は、介在する接合材料の特性に依存せず
、主に電極の母材金属によるので、更に接続部の信頼性を向上することができる。
【００２６】
　また、本発明においては、前記低融点金属層の合金は融点が２２０℃以下の合金である
ことが好ましい。
　更に、本発明においては、前記積層した金属層を前記少なくとも２種類以上の金属の各
融点のうち最も低い融点以下の温度で予備加熱することが好ましい。
　また、本発明においては、ＳｎとＩｎとを２層以上に積層し、該積層した金属層を１１
０～１２５℃の温度で予備加熱することが好ましい。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２９】
　以下、図面を用いて本発明について説明する。図１には、本発明の電子部品の実装方法
の一実施形態が示されている。
【００３０】
　図１は本発明の実装方法における電極同士の接合原理を示す工程図である。
【００３１】
　まず、図１（ａ）に示すように、この実施形態においては、回路基板１０上に形成され
た金属からなる回路電極１１と、電子部品２０上に形成された金属からなる素子電極２１
とが対向するように配置されており、回路電極１１及び素子電極２１上には、低融点金属
層３１、３２がそれぞれ形成されている。
【００３２】
　回路基板１０としては、例えば、従来公知のプリント基板等の配線板が使用でき、特に
限定されない。また、回路基板１０上に形成された金属からなる回路電極１１は、導電性
を有する金属であれば特に限定されないが、低融点金属層３１、３２と固液拡散を行ない
やすい点から、Ｃｕ、Ｎｉ、Ａｕ、Ａｌより選択される一種又はそれらの合金であること
が好ましい。回路基板１０上に回路電極１１を形成する方法としては、従来公知の蒸着や
エッチング等によるパターン形成が可能であり特に限定されない。
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【００３３】
　電子部品２０としては、例えば、半導体チップ等が挙げられるが、これらに限定される
ものではない。また、電子部品２０上に形成される素子電極２１としては、上記の回路電
極１１と同様に特に限定されないが、低融点金属層３１、３２と固液拡散を行ないやすい
点から、やはり、Ｃｕ、Ｎｉ、Ａｕ、Ａｌより選択される一種又はそれらの合金であるこ
とが好ましい。
【００３４】
　また、素子電極２１は、半導体チップ等の電極パッド上にバンプとして形成されている
ことが好ましい。これにより、回路基板電極と、半導体チップ等の電子部品とをバンプで
直接接続するフリップチップ技術において、本発明の方法が特に好適に使用できる。
【００３５】
　なお、回路電極１１、素子電極２１の表面粗さは平滑であるほうが接合状態が良好とな
るので好ましいが、本発明においては、表面粗さＲａが０．４～１０μｍの粗面であって
もよい。
【００３６】
　次に、低融点金属層３１、３２について説明すると、回路電極１１及び素子電極２１上
には、あらかじめ、合計厚さが０．１～１μｍとされた低融点金属層３１、３２がそれぞ
れ形成されている。
【００３７】
　低融点金属層３１、３２に用いられる金属としては、回路電極１１及び素子電極２１と
固液拡散によって合金を形成するような金属であればよく、更に、融点が２２０℃以下、
より好ましくは１８０℃以下の金属であることが好ましい。これにより、従来用いられて
いる、錫鉛共晶はんだ（融点１８３℃）や、代表的な鉛フリーはんだであるＳｎＡｇ系（
融点２１０～２２３℃）に比べて、低温での接合が可能となるので、電子部品への熱的ダ
メージを抑えることができる。
【００３８】
　このような低融点金属としては、例えば、ＳｎＩｎ、Ｉｎ、Ｂｉ、ＳｎＢｉより選択さ
れる一種を少なくとも含有する金属が挙げられる。これらの金属材料は、単独又は複数組
み合わせて用いてもよく、また、合金の場合の組成比についても適宜設定可能である。
【００３９】
　また、上記の金属材料をベース金属として、更に微量の添加元素が含有されていてもよ
い。このような添加元素としては、例えば、Ｃｕ、Ｎｉ、Ｇｅ、Ｓｂ、Ａｇ、Ｐ等が挙げ
られる。
【００４０】
　なお、上述のように、本発明における回路電極および素子電極の材料については、低融
点金属が固液拡散しやすい材料として、Ｃｕ、Ｎｉ、Ａｕ、Ａｌより選択される一種又は
それらの合金であることが好ましいが、その中でも、Ｃｕが、低融点金属の拡散係数を大
きなものとすることができる点で特に好適である。
【００４１】
　すなわち、本発明の接合での固液拡散などにおける拡散の度合いは一般的に拡散係数で
表され、拡散係数の数値が大きいほど、拡散し易くなる。この拡散係数Ｄは、実験的に、
Ｄ＝D０ｅｘｐ（－Ｑ／ＲＴ）で表される。ここで、D０：振動数項、Ｑ：活性化エネルギ
ー、Ｒ：気体定数、Ｔ：絶対温度である。
【００４２】
　そして、低融点金属の材料として例えばＩｎを選定した場合、その拡散係数は、電極の
材料がＡｕのとき７．１８×１０－６　であるのに対して、Ｃｕのときは１．２３×１０
－４　という極めて大きな値となる。
【００４３】
　また、低融点金属の材料としてＳｎを選定した場合も、その拡散係数は、電極の材料が
Ａｕのとき３．９６×１０－６　であるのに対して、Ｃｕのときは１．０５×１０－５　
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という大きな値となる。
【００４４】
　また、電極の材料がＮｉの場合は、これに対して拡散係数の大きな低融点金属はない。
【００４５】
　このように、電極の材料がＣｕの場合、低融点金属の拡散係数が特に大きな値となるの
で、固液拡散における拡散反応速度が速く、低融点金属単体層の残存の生じない拡散接合
を実現するために特に好適である。
【００４６】
　また、低融点金属層３１、３２の厚さは、両者を合計して０．１～１μｍである。
【００４７】
　合計厚さが１μｍを越えると、数分の接合時間では拡散しきれず、低融点金属の状態で
電極間に残存しやすくなり、接合部の信頼性が低下するので好ましくない。
【００４８】
　また、低融点金属層の合計厚さが１μｍを越えている場合に、上記のような未反応層が
接合部に残らないようにするために、数十ＭＰａ程度の大きな荷重による加圧が必要とな
るが、このような加圧により、反応に寄与しない低融点金属が接合部端より排出されてし
まう。また、接合部端より排出される低融点金属は、接合部端の外周に沿って均等に排出
されるわけではなく、表面張力などの影響により、接合部端の外周のうちの局部に固まっ
た状態で残存するようになる。そして、このような低融点金属の排出物が接合部端の外周
面から半径方向の外側に向って数十μｍ程度の幅で突出するような場合があり、高密度実
装時の隣接電極間での短絡不良の原因となる可能性がある。
【００４９】
　また、低融点金属層の合計厚さが０．１μｍ以下では、母材金属である電極の表面粗さ
の影響により、接合が不充分となるので好ましくない。すなわち、低融点金属層の膜厚下
限値は電極の表面粗さに依存し、低融点金属層が電極の表面粗さに対し充分に厚ければ、
軟質な低融点金属層の膜面同士が加圧により隙間無く密着し、ボイドの無い拡散層を形成
することが可能であるが、電子部品の電極面の表面粗さは一般に０．１μｍ以下と考えら
れるので、低融点金属層の合計厚さの下限値は０．１μｍとなる。
【００５０】
　低融点金属層３１、３２の形成方法としては、上記の従来公知の薄膜形成法が利用でき
特に限定されず、蒸着、スパッタリング、メッキ、エッチング等を適宜用いることができ
る。また、メタルマスクを用いた蒸着や、フォトレジストを用いたエッチッグ等により、
必要に応じてパターン形成して設けることができる。ここで、上記のように、本発明にお
いては接合材となる低融点金属の供給量が非常に少量でよく、低融点金属層３０の厚さを
極めて薄くすることができるため、微細なパターニングが可能となる。
【００５１】
　なお、本発明においては、低融点金属層３１、３２のそれぞれの厚さは異なっていても
よい。また、低融点金属層３１又は３２は、どちらか一方のみが形成されていてもよい。
【００５２】
　上記の低融点金属層３１、３２の形成方法のうち、前記のＳｎＩｎやＳｎＢｉ等の２元
以上の合金を形成できる、少なくとも２種類以上の金属を２層以上に積層し、この積層し
た金属層を予備加熱して反応させて合金層とすることにより形成する方法が好ましく用い
られる。
【００５３】
　例えば、ＳｎＩｎの場合、Ｓｎの融点は２３２℃、Ｉｎの融点は１５７℃であるが、そ
れより低い１２１℃で、ＳｎはＩｎに２６．４％固溶することが知られている。したがっ
て、あらかじめＳｎ層とＩｎ層とを積層しておき、これを予備加熱によって反応させて、
低融点金属層３１、３２としてＳｎＩｎ合金層を形成した後に、この合金層を、回路電極
１１及び素子電極２１中へ固液拡散させることによって、回路電極１１と素子電極２１と
を接合できる。
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【００５４】
　これにより、合金層における合金組成や供給量のバラツキがないので、低温での接合を
確実に行なうことができ、信頼性の高い接合部を得ることができる。なお、上記のＳｎＩ
ｎ合金の場合には、最表面がＩｎ層となるように積層することが好ましい。これにより、
Ｓｎ層が酸化されるのを防止することができる。
【００５５】
　それぞれの単一金属層の膜厚は、目標とする合金組成に合わせて適宜選択されるが、短
時間の予備加熱で合金層が形成される点から薄いほうが好ましく、具体的には、それぞれ
０．１～１μｍの範囲であることが好ましい。また、それぞれの単一金属層は１層づつ設
けられていてもよく、複数の層が交互に設けられていてもよい。
【００５６】
　その他の低融点金属層３１、３２の形成方法としては、低融点金属がＳｎＩｎやＳｎＢ
ｉ等の２元以上の合金である場合には、合金を蒸発源として蒸着することにより形成し、
前記蒸着時に、前記合金の各金属成分の蒸気圧比を制御することによって、目標とする合
金組成となるように成膜する方法も好ましく用いられる。
【００５７】
　上記のように、接合時の温度は、低融点金属層３１、３２の融点に依存する。例えばＳ
ｎＩｎ合金においては、共晶温度は１１７℃であり、そのときの共晶組成は、Ｉｎ：Ｓｎ
＝５２：４８である。したがって、この共晶組成以外では低融点金属層３１、３２の融点
が上昇してしまうので、低温接合を安定的に可能にするには、低融点金属層３１、３２の
合金組成をＩｎ：Ｓｎ＝５２：４８に維持することが必要である。
【００５８】
　しかし、通常、母合金を単一の蒸発源とする蒸着法によって合金薄膜層を形成する場合
、それぞれの金属成分によって蒸気圧が異なるため、あらかじめＩｎ：Ｓｎ＝５２：４８
の母合金を蒸発源としても、ＩｎとＳｎの蒸気圧が同じでないために、形成される蒸着膜
の組成は目標からずれてしまう。したがって、蒸着時に、合金の各金属成分の蒸気圧比を
制御することによって、目標とする合金組成を維持しながら成膜できる。
【００５９】
　特に、あらかじめ蒸発源の合金組成と、蒸着後の合金層の合金組成とが等しくなるよう
な各金属成分の蒸気圧比を求めておき、この蒸気圧比を蒸着中に制御すれば、低融点金属
層として、蒸発源の母合金と同じ組成の蒸着膜を得ることができ、上記の目標からのずれ
を解消できる。このような制御条件である各金属成分の蒸気圧比は、例えば、以下の計算
にしたがって求めることができる。
【００６０】
　まず、合金蒸気の主成分は、合金に含まれている金属の原子であるから、各成分の分圧
を、以下の（１）式のような、希薄溶液の溶媒の蒸気圧に関するＲａｏｕｌｔの法則を拡
張適用することにより見積もることができる。

　　ａｉ＝χｉ　　　　　　　　　　　　　　　　　(1)

　ここで、ａｉ、χｉはそれぞれｉ成分の活量及びモル分率である。ｉ成分の合金状態に
おける蒸気圧をｐｉとし、ｉ成分の純粋状態における蒸気圧をｐｉ（０）とすれば、定義
により、ａｉ＝ｐｉ／ｐｉ（０）である。
【００６１】
　上記の（１）式がそのまま成立する場合は稀であるので、実測のａｉがＲａｏｕｌｔの
法則からどの程度ずれているかを表すために、以下の（２）式で定義される活量係数γｉ

を用いる。

　　ａｉ＝γｉχｉ　　　　　　　　　　　　　　　 (2)
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　合金のｉ成分に対する部分モル自由エネルギー変化ΔＧｉは、以下の（３）式で与えら
れるので、（２）式を用いて、（４）式のように変形できる。

　　ΔＧｉ＝ＲＴlnａｉ　　　　　　　　　　　　　(3)
　　ΔＧｉ＝ＲＴlnγｉ＋ＲＴlnχｉ　　　　　　　 (4)

　ここで、Ｒは気体定数、Ｔは絶対温度である。また、組成Ｘにおける自由エネルギーΔ
Ｇｉは、以下の（５）式で表すことができる。

　　ΔＧｉ＝Ｘ(１－Ｘ)(Ａｉｊ＋(１－２Ｘ)Ｂｉｊ＋ＣｉｊＸ(１－Ｘ))　　(5)

　ここで、例えば、ＳｎＩｎの共晶合金の場合、上記のように、Ｉｎの組成はＸ＝５２、
Ｓｎの組成はＸ＝４８である。
【００６２】
　ここで、ＩｎとＣｕとの反応性を考慮して（５）式の各係数にＡｉｊ＝－１２９９０、
Ｂｉｊ＝－１４３８３、Ｃｉｊ＝２３９８２、Ｘ＝０．５２を代入すると、

　　ΔＧｉ＝－１６０４．６２Ｊ／mol　　　　　　（6）

　が得られる。同様に、ＳｎとＣｕとの反応性を考慮して、（５）式の各係数にＡｉｊ＝
－３５４７９、Ｂｉｊ＝－１９１８２、Ｃｉｊ＝５９４９３、Ｘ＝０．４８を代入すると
、

　　ΔＧｉ＝－５３４０．６５Ｊ／mol　　　　　　 (7)

　が得られる。（３）式と（６）式より、Ｉｎ-Ｃｕ反応における活量ａAを求め、（３）
式と（７）式より、Ｓｎ-Ｃｕ反応における活量ａBを求めると、以下の（８）（９）式と
なる。ただし、Ｒ＝８．３１４[Ｊ・ｍｏｌ－１・Ｋ－１]、Ｔ＝７００Ｋ（４２７℃）で
ある。

　　ａＡ＝exp（ΔＧｉ／ＲＴ）＝０．８３５　　　　(8)
　　ａＢ＝exp（ΔＧｉ／ＲＴ）＝０．６３２　　　　(9)

　次に、真空蒸着における各成分の線束を考えると、２元合金が蒸発しているとき、ある
瞬間における表面組成をχA、χBとすれば、蒸発線束比ＪA／ＪBは、以下の（１０）、（
１１）式で表される。

　　ＪＡ／ＪＢ＝(ａＡｐＡ／ａＢｐＢ)(ＭＢ／ＭＡ)1/2

　　        ＝(γＡχＡｐＡ／γＢχＢｐＢ)(ＭＢ／ＭＡ)1/2＝Ｚ(χＡ／χＢ)  (10)
　　Ｚ＝(γＡｐＡ／γＢｐＢ)(ＭＢ／ＭＡ)1/2                    （11）

　この（１０）、（１１）式のＺの値が１となるときが、蒸発成分比が元の合金の組成（
Ｉｎの組成：χA＝５２、Ｓｎの組成：χB＝４８）に等しくなる条件である。よって、（
１０）式において、Ｉｎの分子量ＭA＝１１４．８１８、Ｓｎの分子量ＭB＝１１８．７１
０、ａA＝０．８３５、ａB＝０．６３２、Ｚ＝１を代入して、

　（ｐＡ／ｐＢ）＝Ｚ(χＡ／χＢ)(ａＢ／ａＡ)(ＭＡ／ＭＢ)1/2＝0.81　　     （12）

　が得られる。したがって、この（１２）式を満たす蒸気圧となるような条件下で蒸着す
ることで、Ｉｎ：Ｓｎ＝５２：４８となるような、Ｃｕ上へのＳｎＩｎ共晶合金の成膜が
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可能となる。
【００６３】
　なお、上記の蒸気圧比（ｐA／ｐB）は、実際の蒸着時に、蒸発源の温度、蒸着中の真空
度を制御することによって制御可能である。このうち、蒸発源である母合金の温度は、電
子ビーム蒸着装置の場合、加熱用電子ビームのエネルギーの調整により制御することがで
きる。電子ビームエネルギーの調整により溶融状態の母合金の温度が変化すると、各金属
成分の蒸発源からの蒸発速度および活量がそれぞれ変化するが、温度変化に対応する蒸発
速度および活量の相対変化率が各金属成分毎に異なることにより、蒸気圧比が変化する。
【００６４】
　次に、蒸着中の真空度は、蒸着槽内を真空ポンプで真空引きしながら、調整する。真空
度の調整により、各金属成分の蒸気圧の和が変化すると、各金属成分のモル分率が変化し
、活量が変化するが、真空度の変化に対応する活量の相対変化率が各金属成分毎に異なる
ことにより、蒸気圧比が変化する。
【００６５】
　蒸発源の温度および蒸着中の真空度のいずれか一方を制御してもよく、両方の制御を組
み合わせてもよい。
【００６６】
　また、Ｉｎ－Ｃｕ反応およびＳｎ－Ｃｕ反応における活量ａA、ａBを求める際に（５）
式に代入した係数Ａｉｊ、Ｂｉｊ、Ｃｉｊの値は、所定の基準温度条件について得られて
いる物性値であるので、蒸着対象であるＣｕ電極の温度が前記基準温度になるように、蒸
着対象に対するヒータ加熱温度を調整する。
【００６７】
　なお、本発明においては、上記の蒸着時の各金属成分の反応過程における蒸気圧比の代
わりに、各金属成分の反応過程における蒸気圧比及び活量係数比の積を制御してもよい。
【００６８】
　この場合、例えば、ＳｎＩｎ共晶合金における、ＩｎおよびＳｎの各組成をＷＡ、ＷＢ

（重量％）で示すと、以下の（１３）、（１４）式となる。

　　χＡ＝１／(１＋(ＷＢ／ＷＡ)(ＭＡ／ＭＢ))　　　　　　(13)
　　χＢ＝１／(１＋(ＷＡ／ＷＢ)(ＭＢ／ＭＡ))　　　　　　(14)

　したがって、上記の（１３）、（１４）式を、（１０）、（１１）式に代入して、蒸発
線束重量比ΓＡ／ΓＢは、以下の（１５）式で表される。

　　ΓＡ／ΓＢ＝(γＡχＡｐＡ／γＢχＢｐＢ)(ＭＡ／ＭＢ)1/2

　　　　     ＝(γＡｐＡ／γＢｐＢ)(ＭＢ／ＭＡ)1/2(ＷＡ／ＷＢ)　　（15）

　（１３）、（１４）式において、Ｉｎの分子量ＭＡ＝１１４．８１８、Ｓｎの分子量Ｍ

Ｂ＝１１８．７１０、Ｉｎの重量％ＷＡ＝０．５２、Ｓｎの重量％ＷＢ＝０．４８を代入
すると、χA＝０．５２８、χB＝０．４７２を得る。
【００６９】
　したがって、（１５）式の左辺（ΓＡ／ΓＢ）が０．５２／０．４８となるような（γ

AｐA／γBｐB）の比を計算すると、

(γＡｐＡ／γＢｐＢ)＝(ΓＡ／ΓＢ)(ＭＢ／ＭＡ)1/2(χＢ／χＡ)＝0.98　　　（16）

　が得られる。したがって、この（１６）式を満たす活量係数及び蒸気圧となるような条
件下で蒸着することで、Ｉｎ：Ｓｎ＝５２：４８となるような、Ｃｕ上へのＳｎＩｎ共晶
合金の成膜が可能となる。
【００７０】
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　なお、上記の蒸気圧比及び活量係数比の積(γAｐA／γBｐB)は、実際の蒸着時に、蒸発
源の温度、蒸着中の真空度および蒸着対象の温度を制御することによって制御可能である
。
【００７１】
　このうち、蒸発源である母合金の温度は、電子ビーム蒸着装置の場合、加熱用電子ビー
ムのエネルギーの調整により制御することができる。電子ビームエネルギーの調整により
溶融状態の母合金の温度が変化すると、各金属成分の蒸発源からの蒸発速度および活量が
それぞれ変化するが、温度変化に対応する蒸発速度および活量の相対変化率が各金属成分
毎に異なることにより、蒸気圧比が変化する。
【００７２】
　次に、蒸着中の真空度は、蒸着槽内を真空ポンプで真空引きしながち、調整する。真空
度の調整により、各金属成分の蒸気圧の和が変化すると、各金属成分のモル分率が変化し
、活量が変化するが、真空度の変化に対応する活量の相対変化率が各金属成分毎に異なる
ことにより、蒸気圧比が変化する。
【００７３】
　次に、蒸気対象であるＣｕ電極の温度は加熱用ヒータへの供給電力により調整すること
ができる。ヒータへの供給電力の調整により蒸着対象のＣｕ電極の温度が変化すると、各
金属成分Ｉｎ、Ｓｎと母材金属Ｃｕとの反応における活量が変化するが、温度変化に対応
する活量の相対変化率が各金属成分毎に異なることにより、活量係数比が変化する。
【００７４】
　蒸発源の温度，蒸着中の真空度および蒸着対象の温度の各制御項目のいずれか一つの制
御項目を制御してもよく、複数の制御項目を組み合わせてもよい。
【００７５】
　なお、条件出しの蒸着プロセスにより目標の膜組成比に対応した制御パラメータ値を求
めていく場合、第1回目のプロセスで設定する暫定的な制御パラメータ値を求めるのには
、各金属成分の蒸気圧比を制御する方式がより適合しており、その後の第２回目以降のプ
ロセスで設定する制御パラメータの見直し値を求めるのには、各金属成分の蒸気圧比及び
活量係数比の積を制御する方式がより適合しているので、条件出しの段階では、両者の方
式を組合わせるとより効率的である。
【００７６】
　また、以上では、低融点金属層として蒸発源の母合金と同じ組成の蒸着膜を得ることが
できるようにするための方法を述べたが、本発明における低融点金属層の形成方法は、上
述のような方法に限定されるものではなく、蒸発源の母合金と異なる組成の蒸着膜を得る
ようにしてもよい。この場合、蒸発源の母合金の組成比と目標の膜組成比との関係に応じ
て、各金属成分の蒸気圧比の制御目標値あるいは各金属成分の蒸気圧比及び活量係数比の
積の制御目標値が決まる。
【００７７】
　次に、図１（ａ）に示す低融点金属層３１、３２が対向した状態から、図１（ｂ）に示
すように、電子部品２０を回路基板１０側へ移動させ、低融点金属層３１、３２同士が接
触するように配置する。
【００７８】
　なお、前述したように、回路電極１１及び素子電極２１上には、あらかじめ、合計厚さ
が０．１～１μｍとされた低融点金属層３１、３２がそれぞれ形成されている。
【００７９】
　そして、この状態で、２００℃以下で加熱加圧を行なうと、図１（ｃ）に示すように、
低融点金属層３１、３２が溶融して低融点金属層３０となり、更に、回路電極１１及び素
子電極２１中へ固液拡散して、図１（ｄ）に示すように接合が行なわれる。
【００８０】
　なお、上記の電極同士の位置決めや、移動、加熱加圧等の操作は、従来公知の実装設備
である、例えば、フリップチップボンダなどを用いて行なうことができる。また、電極同
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士の位置決めは、カメラ等を用いた座標決定により正確に行なうことができる。
【００８１】
　このように、本発明においては、加熱加圧を２００℃以下で行なうようにすることがで
きる。これにより、従来のはんだ接合における一般的な加熱温度である、２００～２５０
℃に比べて低温での接合が可能となるので、電子部品２０への熱的ダメージを抑えること
ができる。この場合、更に、接合時の加熱温度は、低融点金属層３１、３２の融点より０
～１００℃高い温度であることが好ましい。
【００８２】
　また、低融点金属層３１、３２は、接合時の拡散反応に必要なだけの供給量となるよう
に合計厚さ０．１～１μｍの薄膜としたので、メッキや蒸着による微細なパターン形成が
容易であり、微細間隔での接合が可能となって、よりコンパクトな実装が可能となる。
【００８３】
　また、上記のように低融点金属層３１、３２の合計厚さを０．１～１μｍとしたことに
より、低融点金属３１、３２は電極を構成する母材金属に完全に拡散し、低融点金属単体
層が消滅するので、接合に寄与しない単体状態の低融点金属が接合部端から排出されるこ
とが無いため、隣接する電極同士の間隔をより近接したものとすることができ、より狭い
ピッチ間隔での電子部品実装にも対応することが可能となる。
【００８４】
　それに加えて、この実施形態においては、低融点金属層３０が、回路電極１１及び素子
電極２１中へ完全に固液拡散するまで、加熱加圧状態が維持される。本発明においては、
このように、低融点金属層が、電極中へ完全に固液拡散するまで所定の時間、加熱加圧す
ることが好ましい。
【００８５】
　これによって、図１（ｄ）に示すように、接合後の接合部においては、接合電極３５が
、全体として単一の合金層として形成される。この接合電極３５は、その中央部分から各
電極側に向かって低融点金属の濃度勾配を有するが、全体として単一の合金層となる。
【００８６】
　したがって、接合電極３５には、中間合金層が別途形成されていないので、接合部の信
頼性は介在する接合材料の特性に依存せず、主に電極の母材金属によることになる。した
がって、はんだ等の場合と比較して、接続部の信頼性を向上させることができる。
【００８７】
　このように、電極中へ低融点金属層が完全に固液拡散するのに要する時間は、加熱温度
、圧力、電極材料、低融点金属の材料等によって異なるが、通常、１０～１８０秒である
。
【００８８】
　また、加圧条件としては、上記の加熱温度、電極材料、低融点金属の材料等によって異
なるが、好ましくは１０～３０ＭＰａである。
【００８９】
　また、上記のように、回路電極１１、素子電極２１の表面粗さＲａが０．４～１０μｍ
の粗面である場合においては、接合時に粗面同士が塑性変形して接合可能となるように加
圧することが好ましい。これによれば、電極表面が塑性変形するまで加圧するので、電解
メッキの析出条件やバラツキ等によって、形成される電極表面に凹凸がある場合において
も、良好な接合状態を得ることができる。この場合の加圧条件としては、好ましくは３０
～１００ＭＰａである。
【００９０】
　なお、前記のように、低融点金属層３１、３２が、２層以上の単一金属層を反応させて
得られる合金層からなる場合には、まず、それぞれの単一金属の融点以下の温度で予備加
熱を行い、２層以上の単一金属層を固溶させて合金層を形成し、その後、２００℃以下で
加熱加圧を行なうことが好ましい。
【００９１】
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　この場合、予備加熱の温度は、合金層を形成する単一金属層の種類や膜厚によって適宜
選択できるが、例えば、Ｓｎ層とＩｎ層とからなる２層構成の場合には、１１０～１２５
℃で予備加熱を行なうことが好ましい。
【００９２】
　図２には、本発明の実装方法の参考例が示されている。なお、以下の参考例の説明にお
いては、前記実施形態と同一部分には同符合を付して、その説明を省略することにする。
【００９３】
　この参考例においては、図２（ａ）に示すように、回路電極１１、素子電極２１上に形
成された低融点金属層３１、３２を対向させて位置合わせを行い、図２（ｂ）に示すよう
に、低融点金属層３１、３２を接触させる。そして、この状態で、図２（ｃ）に示すよう
に加熱加圧して、低融点金属層３１、３２を溶融させて低融点金属層３０とし、更に、図
２（ｄ）に示すように、回路電極１１、素子電極２１とが拡散反応により中間合金層３６
を形成するまで加熱加圧を行なう。
【００９４】
　そして、中間合金層３６を形成した後、加圧に加えて、図２（ｄ）に示すように、電子
部品２０を保持するフリップチップボンダのヘッド部４０によって、電子部品２０を、図
２（ｄ）の矢印方向に沿って左右に振動させる。
【００９５】
　このように加圧状態で左右に振動させることで、低融点金属中にある酸化物が除去され
、対向した両電極の未接触部の接触状態が向上するとともに、加圧、振動により押し出さ
れた余剰分の低融点金属が、はみ出し部３６ａとなって接合部の側面外周に突出し、回路
電極１１と素子電極２１との接合部として、中間合金層３６のみが介在し、余剰の低融点
金属が残存しない接合部を得ることができる。
【００９６】
　上記の加熱加圧工程における、中間合金層３６を形成するのに要する時間は、加熱温度
、圧力、電極材料、低融点金属の材料等によって適宜設定されるが、上記の低融点金属を
完全に拡散させる実施形態に比べて短く、通常１～５秒でよい。
【００９７】
　なお、この接合部における、中間合金層３６の厚さは１～５μｍであることが好ましい
。また、この明確な中間合金層３６の存在は、断面の観察によっても確認でき、また、電
気抵抗、熱抵抗等の測定によって非破壊で確認することもできる。
【００９８】
　この参考例によれば、低融点金属層が完全には拡散せず、中間合金層を形成する段階ま
で加熱すれば足りるので、接合に要する時間を大幅に短縮することができる。また、低融
点金属の供給量は、中間合金層を形成するための必要量以上が供給されておればよいので
、低融点金属の供給量の厳密な管理が不要となる。
【００９９】
　以上、本発明によれば、従来のはんだや接着剤を使用した接合方式に比べ、低温でかつ
短時間での接合が可能となり、接合時の加熱による電子部品の損傷を抑制できるとともに
、生産効率を向上できる。また、接合部の信頼性を向上させることができ、更に、微細な
ピッチでの接合が可能な、電子部品の実装方法を提供できる。
【実施例】
【０１００】
　以下、実施例を用いて、本発明の電子部品の実装方法について更に詳細に説明する。
【０１０１】
　参考例１
　図１に示す方法を用いて電子部品を回路基板上に実装した。
【０１０２】
　まず、電子部品としては半導体チップを用い、この半導体チップ上に電極としてＣｕの
バンプを形成した。一方、回路基板上にもＣｕ電極を形成した。
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【０１０３】
　次に、低融点金属層として、半導体チップのＣｕバンプ上、及び、回路基板のＣｕ電極
上に、それぞれ２μｍ及び２μｍ、合計厚さ４μｍのＳｎＩｎ（融点１１７℃）を蒸着に
より形成した。
【０１０４】
　このとき、蒸着方法としては、蒸発源としてＳｎＩｎの母合金（Ｉｎ：Ｓｎ＝５２：４
８）を用い、上記の（１２）式における蒸気圧比（ｐA／ｐB）＝０．８１となるように蒸
着条件を制御しながら成膜を行った。なお、蒸着装置は電子ビーム蒸着装置を用い、蒸着
時の真空度は１０－５Ｐａ、蒸着速度は０．４ｎｍ／ｍｉｎで行った。
【０１０５】
　その結果、形成されたＳｎＩｎ薄膜の組成を、断面サンプルのμ－ＡＥＳ分析によって
調べたところ、Ｉｎ：Ｓｎ＝５２：４８となっており、目的とする合金組成の低融点金属
層が得られていた。
【０１０６】
　そして、図１（ａ）に示すように、半導体チップのＣｕバンプと、回路基板のＣｕ電極
の位置を合わせた後、図１（ｂ）に示すように電極を接触させ、図１（ｃ）に示すように
、ＳｎＩｎの融点より２０℃高い、温度１３７℃、圧力９０ＭＰａで、３０秒間加熱加圧
して接合した。
【０１０７】
　その結果、図１（ｄ）に示すように、ＳｎＩｎは、Ｃｕ電極中へ完全に拡散され、中間
合金層が存在しない、全体として１つの合金層である接合部が得られていることが、高真
空走査型電子顕微鏡による断面観察と、Ｘ線マイクロアナライザ（ＥＰＭＡ）による接合
界面の元素分析によって確認できた。
【０１０８】
　参考例２
　蒸着による低融点金属層の形成において、上記の（１６）式における蒸気圧比と活量係
数比の積（γＡｐＡ／γＢｐＢ）＝０．９８となるように制御しながら成膜を行った以外
は参考例１と同様の条件で、半導体チップと回路基板との接合を行った。
【０１０９】
　その結果、形成されたＳｎＩｎ薄膜の組成はＩｎ：Ｓｎ＝５２：４８となっており、目
的とする合金組成の低融点金属層が得られていた。
【０１１０】
　また、接合後は、図１（ｄ）に示すように、ＳｎＩｎは、Ｃｕ電極中へ完全に拡散され
、中間合金層が存在しない、全体として１つの合金層である接合部が得られていることが
、高真空走査型電子顕微鏡による断面観察と、Ｘ線マイクロアナライザ（ＥＰＭＡ）によ
る接合界面の元素分析によって確認できた。
【０１１１】
　実施例１
　図１に示す方法を用いて電子部品を回路基板上に実装した。
【０１１２】
　まず、電子部品としては半導体チップを用い、この半導体チップ上に電極としてＣｕの
バンプを形成した。一方、回路基板上にもＣｕ電極を形成した。
【０１１３】
　次に、低融点金属層として、半導体チップのＣｕバンプ上、及び、回路基板のＣｕ電極
上のそれぞれに、単一金属層として、Ｓｎ層０．４８μｍ、Ｉｎ層０．５２μｍを順に積
層し、合計厚さ１μｍとなるように蒸着により形成した。
【０１１４】
　そして、図１（ａ）に示すように、半導体チップのＣｕバンプと、回路基板のＣｕ電極
の位置を合わせた後、図１（ｂ）に示すように電極を接触させ、温度１２０℃で１０秒間
の予備加熱を行い、Ｓｎ層とＩｎ層とを固溶させてＳｎＩｎの合金層を得た。
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【０１１５】
　その後、図１（ｃ）に示すように、ＳｎＩｎの融点より２０℃高い、温度１３７℃、圧
力９０ＭＰａで、３０秒間加熱加圧して接合した。
【０１１６】
　その結果、図１（ｄ）に示すように、ＳｎＩｎは、Ｃｕ電極中へ完全に拡散され、中間
合金層が存在しない、全体として１つの合金層である接合部が得られていることが、高真
空走査型電子顕微鏡による断面観察と、Ｘ線マイクロアナライザ（ＥＰＭＡ）による接合
界面の元素分析によって確認できた。
【０１１７】
　実施例２
　図１に示す方法を用いて電子部品を回路基板上に実装した。
【０１１８】
　まず、電子部品としては半導体チップを用い、この半導体チップ上に素子電極としてＣ
ｕのバンプを形成した。一方、回路基板上にも回路電極としてＣｕ電極を形成した。
【０１１９】
　次に、低融点金属層として、半導体チップのＣｕバンプ上、及び、回路基板のＣｕ電極
上に、それぞれ０．５μｍ及び０．５μｍ、合計厚さ１μｍのＩｎ（融点１５７℃）の層
を蒸着により形成した。
【０１２０】
　そして、図１（ａ）に示すように、半導体チップのＣｕバンプと、回路基板のＣｕ電極
の位置を合わせた後、図１（ｂ）に示すように電極を接触させ、図１（ｃ）に示すように
、Ｉｎの融点より２０℃高い、温度１７７℃、圧力３０ＭＰａで、６０秒間加熱加圧して
接合した。
【０１２１】
　その結果、図１（ｄ）に示すように、Ｉｎは、Ｃｕ電極中へ完全に拡散され、中間合金
層が存在しない、全体として１つの合金層である接合部が得られていることが、高真空走
査型電子顕微鏡による断面観察と、Ｘ線マイクロアナライザ（ＥＰＭＡ）による接合界面
の元素分析によって確認できた。
【０１２２】
　また、この接合部について、接合部端からのＩｎの排出の状況を観察したところ、接合
部端にはＩｎの排出が全く観られなかった。
【０１２３】
　参考例３
　低融点金属層として、１対のＣｕ電極上に、それぞれ１μｍ及び１μｍ、合計厚さ２μ
ｍのＩｎ層を蒸着により形成した以外は、実施例２と同様の条件で接合し、参考例３の接
合部を得た。この接合部について、接合部端からのＩｎの排出の状況を観察したところ、
接合部端には１０～２０μm程度のＩｎの排出が観られた。
【０１２４】
　次に、実施例２及び参考例３の接合部とそれぞれ同じ材料、接合条件で、せん断強度試
験用の接合部サンプルを作成し、接合面に平行な方向のせん断力を加える、せん断強度試
験を行ったところ、図４のような結果が得られた。
【０１２５】
　図４は、低融点金属層としてのＩｎ膜厚（μm）とせん断応力（ＭＰａ）との関係を示
すものであり、実施例２によるＩｎ膜厚０．５μm（合計厚さ１μm）の場合の接合部サン
プル５個、及び、参考例３によるＩｎ膜厚１μm（合計厚さ２μm）の場合の接合部サンプ
ル４個に対するせん断応力試験データが示されている。
【０１２６】
　図４の結果より、実施例２の接合部と参考例３の接合部とは、せん断応力特性において
、ほぼ同等である。
【０１２７】
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　以上のように、Ｉｎよりなる低融点金属層の合計厚さを１μｍとした実施例２の接合部
は、Ｉｎよりなる低融点金属層の合計厚さを２μｍとした参考例３の接合部と同等のせん
断応力特性を有するとともに、接合部端での低融点金属層の排出が全く無く、特に狭ピッ
チ実装に適合した良好な特性の接合部となっていることがわかる。
【産業上の利用可能性】
【０１２８】
　本発明は、例えば、小型化が必要とされる回路基板あるいはモジュール（マルチチップ
モジュール）等において、半導体チップ等の電子部品をプリント基板等の回路基板への直
接実装に好適に利用できる。
【図面の簡単な説明】
【０１２９】
【図１】本発明の実装方法の一実施形態における電極同士の接合原理を示す工程図であっ
て、（ａ）電極同士を対向させた状態、（ｂ）電極同士を接触させた状態、（ｃ）加熱加
圧を行なっている接合部の状態、（ｄ）接合後の状態を示す図である。
【図２】本発明の実装方法の参考例における電極同士の接合原理を示す概念図であって、
（ａ）電極同士を対向させた状態、（ｂ）電極同士を接触させた状態、（ｃ）加熱加圧を
行なっている接合部の状態、（ｄ）電子部品の振動を行なっている状態、（ｅ）接合後の
接合部の状態を示す図である。
【図３】従来技術における基板へ電子部品を実装した状態を示す概略図である。
【図４】実施例２及び参考例３における接合部のせん断強度試験データを示す図表である
。

【図１】 【図２】
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